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1. はじめに 

 近年、メガソーラーなど非住宅分野において太陽

光発電の導入量が急増したが、年々導入量は減少傾

向にある。NEDO 報告書 1)などではメガソーラーの

適地は減少しているものの太陽光発電の導入ポテン

シャルは豊富に存在するとされる。ただし、この報

告書では用いられる太陽電池の種類が特定されてお

らず、日本全体の推計が主になされ、日本各地にお

ける天候や日射量を考慮した発電量の推計は行われ

ていない。また、主流のシリコン型太陽電池は導入

コストが年々低下しているが依然として高価であり、

使用環境下では低日射条件で発電効率が低下する特

性がある。そこで、低日射条件で発電効率が低下せ

ず、導入コストや製造時のエネルギー消費量が低い

とされる色素増感太陽電池(DSC)や低価格化が期待

されるペロブスカイト太陽電池に注目した。関谷ら
2)においては、DSC とシリコン太陽電池の導入ポテ

ンシャルおよび環境・経済性評価を行った。同研究

では、発電した電力をすべて売電することを想定し

たが、実際には自家消費されることを考慮する必要

がある。 

本研究では関谷ら 2)による導入ポテンシャルや発

電量推計値に基づき、ペロブスカイト太陽電池を含

めた集合住宅の壁面における各種太陽光パネルの導

入ポテンシャルおよび環境・経済性評価を行う。 

 

2. 研究手法 

2.1 研究対象と使用データ 

本研究では関谷ら 2)の対象である、各都道府県の

県庁所在地における長屋建て住宅と共同住宅を「集

合住宅」とし、太陽光発電の設置場所として壁面を

想定する。導入対象となる集合住宅の階数、棟数、

住宅数、延床面積のデータは平成 25 年住宅・土地統

計調査報告 3)より用いた。関谷ら 2)の手法から、新

たにペロブスカイト太陽電池の導入ポテンシャルと

発電量を推計する。また、電力消費量は家計調査 4)

の平成 28 年 10 月-平成 29 年 9 月のデータを用い、

各県庁所在地における二人以上の世帯の各月の電気

代より推計する。表１に本研究で想定する太陽電池

の基本仕様や条件を示す。DSCはコスト試算されて

いる中で、最も安価な値と最も高価な値を用いる。

また、炭素税が導入されることもシナリオに加え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 電力消費量推計 

 各県庁所在地における 1世帯の各月の電力消費量

を電力料金の計算式 5)を参照し、式(1)より推計す

る。 

 

ここで、添え字 mは各月(1月~12 月)、jは県庁所在

地を表す。また、C:電力消費量(kWh/世帯)、E:電力

料金(円/世帯)、B: 基本料金(円/世帯)、EU:電力量料

金単価(円/kWh) 、FU: 燃料費調整単価(円/kWh) 、

LU: 再生可能エネルギー発電促進賦課金単価(円

/kWh)を表す。ただし、この値は戸建てと集合住宅

を併せた 2 人以上世帯の平均値である。そこで、平

成２４年度エネルギー消費状況調査 6)を参照し、戸

建てと集合住宅の 1 世帯の所属人数別の電力消費量

を各データ数で加重平均した値と集合住宅の電力消

費量との比較で求められた値 α:0.75 により補正す

る。この値に、日本エネルギー学会 7)より、各期間

(夏期:6 月~9 月、冬期:12 月~3 月、中間期: 4 月、5

月、10 月、11月)における消費電力の時刻別推移を

参照し、各県庁所在地における 1 世帯の時刻別電力

消費量を推計する。また、平成 25 年住宅・土地統計

調査報告 3)より算出した、各県庁所在地の建て方・

階数ごとの 1 棟あたり世帯数を乗じることで 1 棟あ

たりの時刻別電力消費量を推計する。 

 

2.3 環境面・経済面の評価  

 環境面においては関谷ら 2)の手法を応用し、CO2

排出削減量の式(2)~(4)を用いて比較評価した。 

 

 

 

ここで、添え字 iは階数、kは太陽電池の種類、lは

方角を表す。また、R,R1,R2は CO2排出削減量(t-

CO2/h)、Gpvは発電量(kWh/h)、BCは 1 棟あたりの

時刻別電力消費量(kWh/h)、Feは電力会社の排出係

表 1 本研究で想定する太陽電池の基本仕様や条件 
基本仕様 シリコン太陽電池 DSC(コスト低位) DSC(コスト高位)

基準効率(%) 14.7

1m2あたりの出力(kW/m2) 0.15

CO2排出係数(kg-CO2/kWh) 0.046

イニシャルコスト(万円/kW) 35 21 47

耐用年数(年) 20

ランニングコスト(%/年)

買取価格(円/kWh)

炭素税(円/t-CO2)

28

4,000(低位)、 7,400(中位)、 13,200(高位)

6.0

0.06

0.062

10

イニシャルコストに対し1.5



 

 

数(t-CO2/kwh)、Fpvは太陽光発電の排出係数(t-

CO2/kwh)を表す。 

 経済面においても関谷ら 2)の手法を応用し、コス

トペイバックタイム(CPT)の式(5)を用いて比較評価

した。年間節約金額は、集合住宅で自家消費する場

合と FIT を利用して売電する場合を考える。また、

炭素税が導入された場合も想定する。CPT が耐用年

数内に収まった際に、費用の回収が可能である。 

 

ここで CPTはコストペイバックタイム(年) 、Ciは

イニシャルコスト(万円)、Ccは年間自家消費節約金

額(万円/年)、Crはランニングコスト(万円/年)、Ctは

炭素税(万円/ t-CO2)を表す。 

 

3. 結果と考察 

 結果の一例として甲府市における建て方・各階

数・各方角 1 棟の DSCとシリコン太陽電池の年間余

剰電力推計結果を表 2 に示す。DSCは一部余剰電力

が見られるが、おおよそ自家消費により消費が可能

である。対して、シリコン太陽電池は北面を除き、

多量の余剰電力が見られる。これは、シリコン太陽

電池の発電能力が DSCよりも高く、電力需給の乖離

が大きいためである。よって、自家消費をする際に

はシリコン太陽電池は設置可能面積全てにパネルを

設置する必要はないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 甲府市における年間 CO2排出削減量結果を図 1

に示す。自家消費、売電共に DSC はシリコン太陽

電池と比較し約 0.6 倍の削減量であり、発電した電

力の使用方法による差異はほとんどない。これは、

シリコン太陽電池の発電能力が DSCよりも高いこ

と、現状 DSCがシリコン太陽電池の排出係数よりも

高い値を用いていることが考えられる。 

甲府市において南面に設置した際の CPT を図 2

に示す。南面において、自家消費した場合は低位

DSC のみ、売電した場合はシリコン太陽電池と低

位 DSC が耐用年数内に費用の回収が可能である。

回収可能な条件を表 3 に示す。東面、西面、南面、

南東面、南西面について回収可能な条件があった。

高位 DSC は価格が高い、発電量が小さいなどによ

り回収可能な条件が無かった。同様に日射量が低

く、発電に適さないとされる、北面、北東面、北西

面も回収可能な条件が無かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

4. おわりに 

 集合住宅の壁面に設置した DSC とシリコン太陽

電池により発電した電力を自家消費した場合と売電

した場合との環境・経済面の比較を行った。 

 発表当日はペロブスカイト太陽電池を含めた推計

結果について報告する予定である。 
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表 2 甲府市の年間余剰電力推計結果 
余剰電力(kWh/棟・年) 建て方

種類 方角 １階建 ２階建以上 １階建 ２ ３~5 6階建以上

東面 0.46 0.81 0.31 0.61 1.62 6.52

西面 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

南面 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

北面 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

南東面 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

南西面 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

北東面 0.39 0.69 0.25 0.51 1.34 5.41

北西面 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

東面 21.57 38.03 10.06 20.11 53.25 214.38

西面 17.77 31.32 7.87 15.74 41.66 167.74

南面 46.27 81.56 23.22 46.45 122.96 495.09

北面 0.13 0.23 0.04 0.09 0.23 0.91

南東面 35.13 61.92 15.26 30.52 80.81 325.37

南西面 35.99 63.44 17.53 35.05 92.80 373.65

北東面 4.52 7.96 2.82 5.63 14.92 60.06

北西面 2.58 4.55 0.60 1.19 3.16 12.71

シリコン

DSC

長屋建て住宅 共同住宅

階数

シリコン(売電) 南面 南東面 南西面

低位DSC(売電) 東面 西面 南面 南東面 南西面

低位DSC(自家消費) 南面 南東面 南西面

高位DSC

図 2 南面に設置した際の CPT 結果 

 
表 3 甲府市における回収可能な条件 

図 1 甲府市の年間 CO2排出削減量結果 


